


一般にハウスメーカーが行う形式はパターン４となります。フランチャイズによる工

務店も同様です。 

設計を行わない地元の工務店に建築を依頼するとパターン２のケースが多く、場合に

よってはその他のパターンの場合がります。それぞれのパターンにはメリット・デメリ

ットがあります。一概には言えませんが、概ねの以下の内容が考えられ、実際のトラブ

ル事例があります。 

 

① パターン１、３の場合、それぞれが別の立場で業務（仕事）をしますので、責任

の所在が明確で、建築主の立場で施工者に対して対応することができます。費用面

では、それぞれの者との委託あるいは請負契約を締結し、報酬を支払うこととなり

ますが、その分責任の所在が明確となります。 

  なお、パターン１は稀なケースで、設計者が工事監理者に対して設計意図を伝達

することが求められます。（公共工事の場合に多く採用されます。）パターン２にお

いては、施工会社が建築士事務所の登録を受けていることが必要で、同様に、設計

者からの設計意図の伝達を受ける必要があります。 

② パターン２、４の場合は、施工と工事監理が一体となると、監理する立場が施行

者側に立場になりがちで、建築主の立場に立って対応してもらえるか否かがポイン

トとなります。費用面では、設計費用や監理料が工事請負金額に含まれる場合があ

り、「設計や監理料はサービスです。」などいわれる場合もあります。この分責任の

所在があいまいになってしまう恐れがあります。 

なお、サービスといっても法的には設計、工事監理については誰が行うかを明確

にしなければならず、責任も問われます。（建築士法に規定されている法定事項は

必ず行うことが求められます。） 

   全国展開している住宅メーカーやフランチャイズ工務店に多いケースですが、施

工会社の中で、施工側と工事監理側の立場を明確にしているかを確認すべきです。

（現場代理人と工事監理者が兼務している場合は内部統制ができないことが懸念さ

れます。） 
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